
（平成２２年１１月２５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 27 件

厚生年金関係 27 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 2 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認愛媛地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

愛媛厚生年金 事案 714 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①について、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報

酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、

申立期間①のうち、平成５年 10 月から８年９月までの期間に係る標準報酬

月額の記録を、５年 10 月から６年９月までの期間は 38 万円、同年 10 月か

ら７年９月までの期間は 32 万円、同年 10 月から８年９月までの期間は 36

万円に訂正することが必要である。 

また、申立人は、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立期間①

のうち、平成６年 12 月、７年３月から同年８月までの期間及び８年 10 月か

ら 11 年６月までの期間に係る標準報酬月額の記録を、６年 12 月及び７年３

月から同年８月までの期間は 34 万円、８年 10 月から 11 年６月までの期間は

32万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除

く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②について、申立人は、厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失

日に係る記録を平成 11 年８月１日に訂正し、申立期間②に係る標準報酬月額

を 32万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成５年 10月から 11年６月まで 

             ② 平成 11年７月 31日から同年８月１日まで 

ねんきん定期便の記録と給料支払明細書の給与総支給額を比較したとこ

ろ、Ａ社に勤務していた申立期間①について、標準報酬月額が実際の給与

総支給額よりも低くなっていることが分かった。申立期間①の大半につい



                      

  

て給料支払明細書を保管しているので、申立期間①について、標準報酬月

額を訂正してほしい。 

また、Ａ社に勤務していた申立期間②については、厚生年金保険の加入

記録が無いが、同社の給料支払明細書には平成 11 年７月の勤務期間が７月

１日から７月 31 日までとなっており、同月の厚生年金保険料も控除されて

いるので、申立期間②について、厚生年金保険の被保険者として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人の申立期間①の一部（平成５年 10 月から８年９月まで）に係る標

準報酬月額は、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所であった平成６年 11 月

10 日付けで、５年 10 月から６年９月までの期間について 38 万円から 26

万円、同年 10 月から７年９月までの期間について 32 万円から 26 万円、ま

た、８年１月 30 日付けで、７年 10 月から８年９月までの期間について 36

万円から 26 万円に、それぞれ遡及
そきゅう

して減額訂正されていることが、オンラ

イン記録により確認できる。 

また、上記２回の標準報酬月額の訂正が行われた際、申立人以外の従業

員１人についても標準報酬月額の減額訂正が行われているほか、平成６年

11 月 18 日には、別の従業員１人について、標準報酬月額の減額訂正が行

われており、これらの訂正が行われた当時、厚生年金保険の被保険者であ

った全従業員について、標準報酬月額の減額訂正が行われていることが、

オンライン記録により確認できる。 

さらに、Ａ社に係る滞納処分票から、同社は、申立期間①前の平成４年

７月から社会保険料を滞納していたことが確認できる。 

加えて、申立人は、申立期間①当時、Ａ社の役員ではなかったことが、

同社に係る商業登記簿謄本により確認できる上、申立期間①当時の事業主

は、「申立期間①当時、社会保険事務及び給与計算については、私が行っ

ていたと思う。」と証言している。 

これらを総合的に判断すると、平成６年 11月 10 日及び８年１月 30 日付

けで行われた標準報酬月額の訂正処理は、事実に即したものとは考えられ

ず、社会保険事務所が行った当該遡及
そきゅう

訂正処理に合理的な理由は無く、標

準報酬月額の有効な記録訂正があったとは認められないことから、申立人

の申立期間①の一部（平成５年 10 月から８年９月まで）に係る標準報酬月

額を、５年 10 月から６年９月までの期間は 38 万円、同年 10 月から７年９

月までの期間は 32 万円、同年 10 月から８年９月までの期間は 36 万円に訂

正することが必要である。 

２ 申立人は、申立期間①の標準報酬月額の相違について申し立てているが、 

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、



                      

  

標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額

及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であるこ

とから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとな

る。 

上記２回の標準報酬月額の遡及
そきゅう

訂正により、標準報酬月額が減額された

平成５年 10 月から８年９月までの期間のうち、申立人が給料支払明細書を

保管している期間について、給与総支給額（報酬月額）に見合う標準報酬

月額及び厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額のいずれか低い方の

額と訂正前の標準報酬月額を比較すると、６年 12 月及び７年３月から同年

８月までの期間については、給与総支給額に見合う標準報酬月額及び厚生

年金保険料控除額に見合う標準報酬月額のいずれか低い方の額（34 万円）

が、訂正前の標準報酬月額（32 万円）より高くなっていることが、申立人

の給料支払明細書及びオンライン記録により確認できる。 

また、標準報酬月額の減額訂正が行われていない平成８年 10 月から 11

年６月までの期間のうち、申立人が給料支払明細書を保管している期間

（平成８年 10 月から９年８月までの期間、同年 10 月、同年 12 月、10 年

１月、同年３月から同年 10 月までの期間、11 年１月及び同年３月から同

年６月までの期間）について、給与総支給額に見合う標準報酬月額及び厚

生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額のいずれか低い方の額とオンラ

イン記録の標準報酬月額を比較すると、いずれも給与総支給額に見合う標

準報酬月額及び厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額のいずれか低

い方の額（32 万円）が、オンライン記録の標準報酬月額（24 万円又は 26

万円）より高くなっていることが、申立人の給料支払明細書及びオンライ

ン記録により確認できる。 

したがって、申立人の申立期間①の一部（平成６年 12 月、７年３月から

同年８月までの期間及び８年 10 月から 11 年６月までの期間）に係る標準

報酬月額については、給料支払明細書の給与総支給額及び厚生年金保険料

控除額から、平成６年 12 月、７年３月から同年８月までの期間については

34 万円、８年 10 月から 11 年６月までの期間については 32 万円とするこ

とが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、給料支払明細書により確認できる報酬月額又は厚生年金保険料控

除額に見合う標準報酬月額とオンライン記録の標準報酬月額が申立期間①

の長期間にわたり一致していないことから、事業主は、給料支払明細書に

より確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を社会保険事

務所に届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に基

づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を



                      

  

納付する義務を履行していないと認められる。 

３ 申立人が、申立期間②当時、Ａ社に勤務していたことが、雇用保険の加

入記録、申立人が保管している給料支払明細書の給与計算期間及び同僚の

証言により確認できる。 

  そして、Ａ社が、申立人の給与から厚生年金保険料を控除していたこと

が、申立人が保管している平成 11 年７月の給料支払明細書により確認でき

る。 

また、申立期間②に係る標準報酬月額については、平成 11 年７月の給料

支払明細書の給与総支給額及び厚生年金保険料控除額から、32 万円とする

ことが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、

事業主が資格喪失日を平成 11 年８月１日と届け出たにもかかわらず、社会

保険事務所がこれを同年７月 31 日と誤って記録することは考え難いことか

ら、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る同年７月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会

保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料

に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人

に係る申立期間②の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 715 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間③の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格取得日に

係る記録を昭和 47 年４月１日、資格喪失日に係る記録を同年 10 月１日に訂

正し、当該期間の標準報酬月額を 12万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  ① 昭和 43年４月１日から 46年４月１日まで 

② 昭和 46年４月１日から 47年４月１日まで 

③ 昭和 47年４月１日から同年 10月１日まで 

             ④ 昭和 47年 10月１日から 48年４月１日まで 

             ⑤ 昭和 48年４月１日から 49年４月１日まで 

厚生年金保険の加入記録について、年金事務所に照会したところ、Ｂ病

院（現在は、Ｃ病院）に勤務していた申立期間①、②及び⑤、Ａ事業所に

勤務していた申立期間③並びにＤ事業所に勤務していた申立期間④につい

て、加入記録が無いことが分かった。 

Ｂ病院に勤務していた申立期間①及び②当時は、研修生及び臨床研修医、

申立期間⑤当時は、医員であり、Ｅ共済組合に加入できなかったことから、

厚生年金保険に加入していたと思う。 

また、申立期間③当時に勤務していたＡ事業所及び申立期間④当時に勤

務していたＤ事業所においても、厚生年金保険に加入していたと思う。 

    申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間③について、オンライン記録により申立期間③前後にＡ事業所

に勤務していたことが確認できる複数の医師及び申立期間③当時に同事業

所に勤務していたことが確認できる事務員の証言により、申立人は、当該



                      

  

期間に常勤の医師として同事業所に勤務していたものと推認される。 

また、申立人がＦ大学（現在は、Ｇ大学）医学部からＡ事業所に派遣さ

れる前に所属していた同大学医学部研究室の申立期間③当時の室長、オン

ライン記録により申立期間③前後の期間に同事業所に勤務していたことが

確認できる複数の医師の証言等から、申立期間③及びその前後の期間（昭

和 45 年６月１日から 51 年９月 30 日まで）に、同大学医学部から同事業所

に派遣された医師は、13 人と推認されるが、このうち、厚生年金保険の加

入記録が無い者は、申立人を含む３人のみとなっている上、同事業所にお

ける申立人の前任の医師は、昭和 46 年 10 月１日に厚生年金保険の被保険

者資格を取得し、47 年４月１日に同資格を喪失していることが、オンライ

ン記録により確認できる。 

さらに、上記申立期間③当時の研究室長は、「申立期間③当時、６か月

ごとにＡ事業所に常勤の医師を派遣していたが、派遣する常勤の医師の勤

務条件には変更は無く、申立人が厚生年金保険に加入しない特段の事情は

見当たらない。」と証言している。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間③において、厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたものと認められる。 

  また、申立期間③の標準報酬月額については、申立人の前任の医師に係

る昭和 47 年３月の社会保険事務所（当時）の記録から、12 万 6,000 円と

することが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ事業所の事業主は、既に死亡していることから証言を得ること

ができないものの、申立期間③当時の同事業所に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿において健康保険被保険者番号に欠番が見当たらないこと

から、申立人に係る社会保険事務所の記録が失われたとは考えられない上、

被保険者資格の取得及び喪失のいずれの機会においても社会保険事務所が

申立人に係る記録の処理を誤るとは考え難いことから、事業主から社会保

険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われておらず、その結果、社会保

険事務所は申立人に係る昭和 47 年４月から同年９月までの保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

２ 申立期間①について、Ｇ大学が保管する人事記録（写）により、申立人

が、申立期間①のうち、昭和 43 年４月１日から 45 年３月 31 日まで研修生、

同年４月１日から 46 年３月 31 日まで臨床研修医として、Ｂ病院に勤務し

ていたことが確認できる。 

  しかしながら、Ｇ大学は、「当大学が保管する申立期間①当時の厚生年

金保険の加入台帳（被保険者台帳）に、申立人の記録が無い上、申立期間



                      

  

①のうち、申立人が研修生であった期間及び臨床研修医であった期間につ

いては、給与を支給していなかったので、申立期間①当時、申立人は、厚

生年金保険に加入していなかったと考えられる。」と回答しているところ、

申立人が記憶する同僚（医師）３人は、申立期間①当時、いずれも申立人

と同じ研修生及び臨床研修医であり、厚生年金保険に加入していなかった

ことが、同大学の回答及びオンライン記録により確認できる。 

  また、Ｇ大学は、「申立期間①当時の賃金台帳等は残っていないが、申

立人は、申立期間①当時、厚生年金保険の加入台帳に厚生年金保険に加入

していた記録が無い上、給与を支給されていなかったことから、厚生年金

保険料を控除していなかったと思われる。」としている。 

  さらに、Ｆ大学に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申

立期間①当時、申立人の氏名は確認できない上、健康保険被保険者番号に

欠番も見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

３ 申立期間②及び⑤について、上記人事記録（写）により、申立人は、申

立期間②のうち、昭和 47 年２月９日から同年２月 11 日までの期間を除く

46 年４月１日から 47 年２月８日までの期間及び同年２月 12 日から同年３

月 31 日までの期間、申立期間⑤のうち、49 年２月 12 日から同年２月 14

日までの期間を除く 48 年４月１日から 49 年２月 11 日までの期間及び同年

２月 15 日から同年３月 31 日までの期間、医員としてＢ病院に日々雇用さ

れていたことが確認できる。 

  しかしながら、Ｇ大学は、「申立期間②及び⑤当時の厚生年金保険の加

入台帳に、申立人の記録が無いことから、申立人は、当該期間に厚生年金

保険に加入しておらず、厚生年金保険料も控除されていなかったと考えら

れる。」、「Ｂ病院では、申立期間②及び⑤当時、医員が常勤の場合、厚

生年金保険に加入させていたが、非常勤の場合、厚生年金保険に加入させ

ていなかったと考えられる。このため、申立期間②及び⑤当時の申立人の

同病院における勤務日数を確認できる資料は残っておらず、確認はできな

いが、申立人が、非常勤の医員であった可能性がある。」と回答している

ところ、申立人が記憶する申立期間②当時の同僚（医師）３人のうちの１

人及び申立期間⑤当時の同僚（医師）２人のうちの１人は、厚生年金保険

に加入していなかったことが、Ｆ大学に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿により確認できる。 

  また、申立人は、申立期間②のうち、昭和 47 年２月 12 日から同年３月

31 日までの期間、及び申立期間⑤のうち、49 年２月 15 日から同年３月 31

日までの期間について、いずれも採用時に日々雇用の更新期限が各年度末

までとされ、雇用期間が約２か月となることが、上記人事記録（写）によ



                      

  

り確認できることから、当該期間については、厚生年金保険の加入要件を

満たしていなかったものと考えられる。 

さらに、Ｆ大学に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申

立期間②及び⑤当時、申立人の氏名は確認できない上、健康保険被保険者

番号に欠番も見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間②及び⑤における厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

４ 申立期間④について、申立人は、申立期間④当時、Ｄ事業所に医師とし

て勤務していたことが、同僚の医師、事務及び経理担当者の証言により、

推認される。 

  しかしながら、申立期間④当時の事務及び経理担当者１人は、「申立人

について、厚生年金保険の加入手続を行ったかどうか定かではないが、申

立人は、申立期間④当時、非常勤の医師であったため、厚生年金保険に加

入していなかった可能性がある。」と証言している。 

また、申立人が記憶する同僚（医師）２人のうち、１人は、申立期間④

当時、Ｈ病院において厚生年金保険に加入しており、残りの１人は、厚生

年金保険に加入していなかったことが、オンライン記録により確認できる。 

さらに、Ｄ事業所は、既に解散していることが、同法人に係る法人登記

簿謄本により確認できる上、同登記簿に記載されている申立期間④当時の

理事は、死亡、連絡先不明等であることから、申立期間④当時の申立人に

係る厚生年金保険料の控除について確認することはできない。 

加えて、上記経理及び事務担当者は、「医師の給与から厚生年金保険料

を控除しながら、納付しないということは考えられない。」と証言してい

る。 

このほか、申立人の申立期間④における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

５ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①、②、④及び⑤に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めること

はできない。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 716 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、平成 18 年 12 月 15 日に支給された賞与について、その主張す

る標準賞与額（18 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記

録を 18万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 15日 

Ａ社は、申立期間に係る賞与から厚生年金保険料を控除したにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）に保険料を納付していなかった。 

その後、同社は、このことに気付き、社会保険事務所に保険料を納付し

ようとしたが、時効により納付することができなかった。 

このため、控除された上記保険料が年金給付額に反映されるよう申立期

間に係る標準賞与について記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管していた賞与明細書から、申立人は、申立期間において、その

主張する標準賞与額（18 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保

険事務所に提出するのを失念し、厚生年金保険料を納付しなかったとしてい

ることから、社会保険事務所は、申立人が主張する平成 18 年 12 月 15 日の標

準賞与額（18 万円）に基づく保険料について、納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 717 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、平成 18 年 12 月 15 日に支給された賞与について、その主張す

る標準賞与額（15 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記

録を 15万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 15日 

Ａ社は、申立期間に係る賞与から厚生年金保険料を控除したにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）に保険料を納付していなかった。 

その後、同社は、このことに気付き、社会保険事務所に保険料を納付し

ようとしたが、時効により納付することができなかった。 

このため、控除された上記保険料が年金給付額に反映されるよう申立期

間に係る標準賞与について記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管していた賞与明細書から、申立人は、申立期間において、その

主張する標準賞与額（15 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保

険事務所に提出するのを失念し、厚生年金保険料を納付しなかったとしてい

ることから、社会保険事務所は、申立人が主張する平成 18 年 12 月 15 日の標

準賞与額（15 万円）に基づく保険料について、納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 718 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、平成 18 年 12 月 15 日に支給された賞与について、その主張す

る標準賞与額（14 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記

録を 14万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成 18年 12月 15日 

Ａ社は、申立期間に係る賞与から厚生年金保険料を控除したにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）に保険料を納付していなかった。 

その後、同社は、このことに気付き、社会保険事務所に保険料を納付し

ようとしたが、時効により納付することができなかった。 

このため、控除された上記保険料が年金給付額に反映されるよう申立期

間に係る標準賞与について記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管していた賞与明細書から、申立人は、申立期間において、その

主張する標準賞与額（14 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保

険事務所に提出するのを失念し、厚生年金保険料を納付しなかったとしてい

ることから、社会保険事務所は、申立人が主張する平成 18 年 12 月 15 日の標

準賞与額（14 万円）に基づく保険料について、納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 719 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、平成 18 年 12 月 15 日に支給された賞与について、その主張す

る標準賞与額（18 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記

録を 18万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 15日 

Ａ社は、申立期間に係る賞与から厚生年金保険料を控除したにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）に保険料を納付していなかった。 

その後、同社は、このことに気付き、社会保険事務所に保険料を納付し

ようとしたが、時効により納付することができなかった。 

このため、控除された上記保険料が年金給付額に反映されるよう申立期

間に係る標準賞与について記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管していた賞与明細書から、申立人は、申立期間において、その

主張する標準賞与額（18 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保

険事務所に提出するのを失念し、厚生年金保険料を納付しなかったとしてい

ることから、社会保険事務所は、申立人が主張する平成 18 年 12 月 15 日の標

準賞与額（18 万円）に基づく保険料について、納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 720 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、平成 18 年 12 月 15 日に支給された賞与について、その主張す

る標準賞与額（14 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記

録を 14万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 15日 

Ａ社は、申立期間に係る賞与から厚生年金保険料を控除したにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）に保険料を納付していなかった。 

その後、同社は、このことに気付き、社会保険事務所に保険料を納付し

ようとしたが、時効により納付することができなかった。 

このため、控除された上記保険料が年金給付額に反映されるよう申立期

間に係る標準賞与について記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管していた賞与明細書から、申立人は、申立期間において、その

主張する標準賞与額（14 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保

険事務所に提出するのを失念し、厚生年金保険料を納付しなかったとしてい

ることから、社会保険事務所は、申立人が主張する平成 18 年 12 月 15 日の標

準賞与額（14 万円）に基づく保険料について、納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 721 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、平成 18 年 12 月 15 日に支給された賞与について、その主張す

る標準賞与額（16 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記

録を 16万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 15日 

Ａ社は、申立期間に係る賞与から厚生年金保険料を控除したにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）に保険料を納付していなかった。 

その後、同社は、このことに気付き、社会保険事務所に保険料を納付し

ようとしたが、時効により納付することができなかった。 

このため、控除された上記保険料が年金給付額に反映されるよう申立期

間に係る標準賞与について記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管していた賞与明細書から、申立人は、申立期間において、その

主張する標準賞与額（16 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保

険事務所に提出するのを失念し、厚生年金保険料を納付しなかったとしてい

ることから、社会保険事務所は、申立人が主張する平成 18 年 12 月 15 日の標

準賞与額（16 万円）に基づく保険料について、納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 722 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、平成 18 年 12 月 15 日に支給された賞与について、その主張す

る標準賞与額（10 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記

録を 10万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 15日 

Ａ社は、申立期間に係る賞与から厚生年金保険料を控除したにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）に保険料を納付していなかった。 

その後、同社は、このことに気付き、社会保険事務所に保険料を納付し

ようとしたが、時効により納付することができなかった。 

このため、控除された上記保険料が年金給付額に反映されるよう申立期

間に係る標準賞与について記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管していた賞与明細書から、申立人は、申立期間において、その

主張する標準賞与額（10 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保

険事務所に提出するのを失念し、厚生年金保険料を納付しなかったとしてい

ることから、社会保険事務所は、申立人が主張する平成 18 年 12 月 15 日の標

準賞与額（10 万円）に基づく保険料について、納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 723 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、平成 18 年 12 月 15 日に支給された賞与について、その主張す

る標準賞与額（７万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記録

を７万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 15日 

Ａ社は、申立期間に係る賞与から厚生年金保険料を控除したにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）に保険料を納付していなかった。 

その後、同社は、このことに気付き、社会保険事務所に保険料を納付し

ようとしたが、時効により納付することができなかった。 

このため、控除された上記保険料が年金給付額に反映されるよう申立期

間に係る標準賞与について記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管していた賞与明細書から、申立人は、申立期間において、その

主張する標準賞与額（７万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保

険事務所に提出するのを失念し、厚生年金保険料を納付しなかったとしてい

ることから、社会保険事務所は、申立人が主張する平成 18 年 12 月 15 日の標

準賞与額（７万円）に基づく保険料について、納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 724 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、平成 18 年 12 月 15 日に支給された賞与について、その主張す

る標準賞与額（17 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記

録を 17万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 15日 

Ａ社は、申立期間に係る賞与から厚生年金保険料を控除したにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）に保険料を納付していなかった。 

その後、同社は、このことに気付き、社会保険事務所に保険料を納付し

ようとしたが、時効により納付することができなかった。 

このため、控除された上記保険料が年金給付額に反映されるよう申立期

間に係る標準賞与について記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管していた賞与明細書から、申立人は、申立期間において、その

主張する標準賞与額（17 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保

険事務所に提出するのを失念し、厚生年金保険料を納付しなかったとしてい

ることから、社会保険事務所は、申立人が主張する平成 18 年 12 月 15 日の標

準賞与額（17 万円）に基づく保険料について、納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 725 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、平成 18 年 12 月 15 日に支給された賞与について、その主張す

る標準賞与額（15 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記

録を 15万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 15日 

Ａ社は、申立期間に係る賞与から厚生年金保険料を控除したにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）に保険料を納付していなかった。 

その後、同社は、このことに気付き、社会保険事務所に保険料を納付し

ようとしたが、時効により納付することができなかった。 

このため、控除された上記保険料が年金給付額に反映されるよう申立期

間に係る標準賞与について記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管していた賞与明細書から、申立人は、申立期間において、その

主張する標準賞与額（15 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保

険事務所に提出するのを失念し、厚生年金保険料を納付しなかったとしてい

ることから、社会保険事務所は、申立人が主張する平成 18 年 12 月 15 日の標

準賞与額（15 万円）に基づく保険料について、納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 726 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、平成 18 年 12 月 15 日に支給された賞与について、その主張す

る標準賞与額（15 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記

録を 15万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 15日 

Ａ社は、申立期間に係る賞与から厚生年金保険料を控除したにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）に保険料を納付していなかった。 

その後、同社は、このことに気付き、社会保険事務所に保険料を納付し

ようとしたが、時効により納付することができなかった。 

このため、控除された上記保険料が年金給付額に反映されるよう申立期

間に係る標準賞与について記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管していた賞与明細書から、申立人は、申立期間において、その

主張する標準賞与額（15 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保

険事務所に提出するのを失念し、厚生年金保険料を納付しなかったとしてい

ることから、社会保険事務所は、申立人が主張する平成 18 年 12 月 15 日の標

準賞与額（15 万円）に基づく保険料について、納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 727 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、平成 18 年 12 月 15 日に支給された賞与について、その主張す

る標準賞与額（16 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記

録を 16万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 15日 

Ａ社は、申立期間に係る賞与から厚生年金保険料を控除したにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）に保険料を納付していなかった。 

その後、同社は、このことに気付き、社会保険事務所に保険料を納付し

ようとしたが、時効により納付することができなかった。 

このため、控除された上記保険料が年金給付額に反映されるよう申立期

間に係る標準賞与について記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管していた賞与明細書から、申立人は、申立期間において、その

主張する標準賞与額（16 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保

険事務所に提出するのを失念し、厚生年金保険料を納付しなかったとしてい

ることから、社会保険事務所は、申立人が主張する平成 18 年 12 月 15 日の標

準賞与額（16 万円）に基づく保険料について、納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 728 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、平成 18 年 12 月 15 日に支給された賞与について、その主張す

る標準賞与額（16 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記

録を 16万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 15日 

Ａ社は、申立期間に係る賞与から厚生年金保険料を控除したにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）に保険料を納付していなかった。 

その後、同社は、このことに気付き、社会保険事務所に保険料を納付し

ようとしたが、時効により納付することができなかった。 

このため、控除された上記保険料が年金給付額に反映されるよう申立期

間に係る標準賞与について記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管していた賞与明細書から、申立人は、申立期間において、その

主張する標準賞与額（16 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保

険事務所に提出するのを失念し、厚生年金保険料を納付しなかったとしてい

ることから、社会保険事務所は、申立人が主張する平成 18 年 12 月 15 日の標

準賞与額（16 万円）に基づく保険料について、納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 729 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、平成 18 年 12 月 15 日に支給された賞与について、その主張す

る標準賞与額（８万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記録

を８万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 15日 

Ａ社は、申立期間に係る賞与から厚生年金保険料を控除したにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）に保険料を納付していなかった。 

その後、同社は、このことに気付き、社会保険事務所に保険料を納付し

ようとしたが、時効により納付することができなかった。 

このため、控除された上記保険料が年金給付額に反映されるよう申立期

間に係る標準賞与について記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管していた賞与明細書から、申立人は、申立期間において、その

主張する標準賞与額（８万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保

険事務所に提出するのを失念し、厚生年金保険料を納付しなかったとしてい

ることから、社会保険事務所は、申立人が主張する平成 18 年 12 月 15 日の標

準賞与額（８万円）に基づく保険料について、納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 730 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、平成 18 年 12 月 15 日に支給された賞与について、その主張す

る標準賞与額（10 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記

録を 10万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 15日 

Ａ社は、申立期間に係る賞与から厚生年金保険料を控除したにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）に保険料を納付していなかった。 

その後、同社は、このことに気付き、社会保険事務所に保険料を納付し

ようとしたが、時効により納付することができなかった。 

このため、控除された上記保険料が年金給付額に反映されるよう申立期

間に係る標準賞与について記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管していた賞与明細書から、申立人は、申立期間において、その

主張する標準賞与額（10 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保

険事務所に提出するのを失念し、厚生年金保険料を納付しなかったとしてい

ることから、社会保険事務所は、申立人が主張する平成 18 年 12 月 15 日の標

準賞与額（10 万円）に基づく保険料について、納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 731 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、平成 18 年 12 月 15 日に支給された賞与について、その主張す

る標準賞与額（12 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記

録を 12万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 15日 

Ａ社は、申立期間に係る賞与から厚生年金保険料を控除したにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）に保険料を納付していなかった。 

その後、同社は、このことに気付き、社会保険事務所に保険料を納付し

ようとしたが、時効により納付することができなかった。 

このため、控除された上記保険料が年金給付額に反映されるよう申立期

間に係る標準賞与について記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管していた賞与明細書から、申立人は、申立期間において、その

主張する標準賞与額（12 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保

険事務所に提出するのを失念し、厚生年金保険料を納付しなかったとしてい

ることから、社会保険事務所は、申立人が主張する平成 18 年 12 月 15 日の標

準賞与額（12 万円）に基づく保険料について、納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 732 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、平成 18 年 12 月 15 日に支給された賞与について、その主張す

る標準賞与額（10 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記

録を 10万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 57年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 15日 

Ａ社は、申立期間に係る賞与から厚生年金保険料を控除したにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）に保険料を納付していなかった。 

その後、同社は、このことに気付き、社会保険事務所に保険料を納付し

ようとしたが、時効により納付することができなかった。 

このため、控除された上記保険料が年金給付額に反映されるよう申立期

間に係る標準賞与について記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管していた賞与明細書から、申立人は、申立期間において、その

主張する標準賞与額（10 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保

険事務所に提出するのを失念し、厚生年金保険料を納付しなかったとしてい

ることから、社会保険事務所は、申立人が主張する平成 18 年 12 月 15 日の標

準賞与額（10 万円）に基づく保険料について、納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 733 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、平成 18 年 12 月 15 日に支給された賞与について、その主張す

る標準賞与額（12 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記

録を 12万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 15日 

Ａ社は、申立期間に係る賞与から厚生年金保険料を控除したにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）に保険料を納付していなかった。 

その後、同社は、このことに気付き、社会保険事務所に保険料を納付し

ようとしたが、時効により納付することができなかった。 

このため、控除された上記保険料が年金給付額に反映されるよう申立期

間に係る標準賞与について記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管していた賞与明細書から、申立人は、申立期間において、その

主張する標準賞与額（12 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保

険事務所に提出するのを失念し、厚生年金保険料を納付しなかったとしてい

ることから、社会保険事務所は、申立人が主張する平成 18 年 12 月 15 日の標

準賞与額（12 万円）に基づく保険料について、納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 734 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、平成 18 年 12 月 15 日に支給された賞与について、その主張す

る標準賞与額（10 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記

録を 10万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 15日 

Ａ社は、申立期間に係る賞与から厚生年金保険料を控除したにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）に保険料を納付していなかった。 

その後、同社は、このことに気付き、社会保険事務所に保険料を納付し

ようとしたが、時効により納付することができなかった。 

このため、控除された上記保険料が年金給付額に反映されるよう申立期

間に係る標準賞与について記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管していた賞与明細書から、申立人は、申立期間において、その

主張する標準賞与額（10 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保

険事務所に提出するのを失念し、厚生年金保険料を納付しなかったとしてい

ることから、社会保険事務所は、申立人が主張する平成 18 年 12 月 15 日の標

準賞与額（10 万円）に基づく保険料について、納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 735 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、平成 18 年 12 月 15 日に支給された賞与について、その主張す

る標準賞与額（15 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記

録を 15万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 15日 

Ａ社は、申立期間に係る賞与から厚生年金保険料を控除したにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）に保険料を納付していなかった。 

その後、同社は、このことに気付き、社会保険事務所に保険料を納付し

ようとしたが、時効により納付することができなかった。 

このため、控除された上記保険料が年金給付額に反映されるよう申立期

間に係る標準賞与について記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管していた賞与明細書から、申立人は、申立期間において、その

主張する標準賞与額（15 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保

険事務所に提出するのを失念し、厚生年金保険料を納付しなかったとしてい

ることから、社会保険事務所は、申立人が主張する平成 18 年 12 月 15 日の標

準賞与額（15 万円）に基づく保険料について、納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 736 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、平成 18 年 12 月 15 日に支給された賞与について、その主張す

る標準賞与額（11 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記

録を 11万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 15日 

Ａ社は、申立期間に係る賞与から厚生年金保険料を控除したにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）に保険料を納付していなかった。 

その後、同社は、このことに気付き、社会保険事務所に保険料を納付し

ようとしたが、時効により納付することができなかった。 

このため、控除された上記保険料が年金給付額に反映されるよう申立期

間に係る標準賞与について記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管していた賞与明細書から、申立人は、申立期間において、その

主張する標準賞与額（11 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保

険事務所に提出するのを失念し、厚生年金保険料を納付しなかったとしてい

ることから、社会保険事務所は、申立人が主張する平成 18 年 12 月 15 日の標

準賞与額（11 万円）に基づく保険料について、納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 737 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、平成 18 年 12 月 15 日に支給された賞与について、その主張す

る標準賞与額（15 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記

録を 15万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 15日 

Ａ社は、申立期間に係る賞与から厚生年金保険料を控除したにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）に保険料を納付していなかった。 

その後、同社は、このことに気付き、社会保険事務所に保険料を納付し

ようとしたが、時効により納付することができなかった。 

このため、控除された上記保険料が年金給付額に反映されるよう申立期

間に係る標準賞与について記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管していた賞与明細書から、申立人は、申立期間において、その

主張する標準賞与額（15 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保

険事務所に提出するのを失念し、厚生年金保険料を納付しなかったとしてい

ることから、社会保険事務所は、申立人が主張する平成 18 年 12 月 15 日の標

準賞与額（15 万円）に基づく保険料について、納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 738 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、平成 18 年 12 月 15 日に支給された賞与について、その主張す

る標準賞与額（12 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記

録を 12万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 15日 

Ａ社は、申立期間に係る賞与から厚生年金保険料を控除したにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）に保険料を納付していなかった。 

その後、同社は、このことに気付き、社会保険事務所に保険料を納付し

ようとしたが、時効により納付することができなかった。 

このため、控除された上記保険料が年金給付額に反映されるよう申立期

間に係る標準賞与について記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管していた賞与明細書から、申立人は、申立期間において、その

主張する標準賞与額（12 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保

険事務所に提出するのを失念し、厚生年金保険料を納付しなかったとしてい

ることから、社会保険事務所は、申立人が主張する平成 18 年 12 月 15 日の標

準賞与額（12 万円）に基づく保険料について、納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 739 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、平成 18 年 12 月 15 日に支給された賞与について、その主張す

る標準賞与額（７万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記録

を７万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 15日 

Ａ社は、申立期間に係る賞与から厚生年金保険料を控除したにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）に保険料を納付していなかった。 

その後、同社は、このことに気付き、社会保険事務所に保険料を納付し

ようとしたが、時効により納付することができなかった。 

このため、控除された上記保険料が年金給付額に反映されるよう申立期

間に係る標準賞与について記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管していた賞与明細書から、申立人は、申立期間において、その

主張する標準賞与額（７万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保

険事務所に提出するのを失念し、厚生年金保険料を納付しなかったとしてい

ることから、社会保険事務所は、申立人が主張する平成 18 年 12 月 15 日の標

準賞与額（７万円）に基づく保険料について、納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 740 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、平成 18 年 12 月 15 日に支給された賞与について、その主張す

る標準賞与額（12 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記

録を 12万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 15日 

Ａ社は、申立期間に係る賞与から厚生年金保険料を控除したにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）に保険料を納付していなかった。 

その後、同社は、このことに気付き、社会保険事務所に保険料を納付し

ようとしたが、時効により納付することができなかった。 

このため、控除された上記保険料が年金給付額に反映されるよう申立期

間に係る標準賞与について記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管していた賞与明細書から、申立人は、申立期間において、その

主張する標準賞与額（12 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保

険事務所に提出するのを失念し、厚生年金保険料を納付しなかったとしてい

ることから、社会保険事務所は、申立人が主張する平成 18 年 12 月 15 日の標

準賞与額（12 万円）に基づく保険料について、納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 741 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 53年６月５日から 61年７月 21日まで 

             ② 昭和 61年７月 21日から平成元年９月 26日まで 

             ③ 平成２年１月１日から８年９月 16日まで 

ねんきん定期便により、Ａ社に勤務していた申立期間①、Ｂ社に勤務し

ていた申立期間②及びＣ社（平成３年８月 22 日にＤ社に社名変更）に勤務

していた申立期間③について、標準報酬月額の記録が、私が記憶している

給与明細書の総支給額よりも低くなっていることが分かった。 

申立期間当時の給与明細書は保管していないが、実際の給与総支給額は、

標準報酬月額の記録より高額であったと思われるので、標準報酬月額を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっている上、申立期間①当時における同社の社会保険及び経理担当者は、

連絡を取ることができないことから、申立期間①当時における申立人の給

与総支給額及び厚生年金保険料控除額について確認することはできない。 

また、申立期間①当時のＡ社の事業主は、「年齢が若く勤務実績の少な

い申立人を本人の言う「専務見習い」や幹部候補生として特別待遇で採用

することは無いので、申立人の入社当時の標準報酬月額（11 万 8,000 円）

は、妥当なものと思われる。」、「申立期間①当時は、景気がよく、厚生

年金保険料を少なくするため、従業員の標準報酬月額を実際の給与総支給

額よりも低く届け出るということは有り得ない。」と回答している。   

さらに、申立期間①当時に申立人と同じ仕事（営業）に従事していた同



                      

  

僚６人の標準報酬月額は、申立期間①当時、９万 8,000 円から 30 万円まで

となっており、徐々に高くなっているものの、申立人の標準報酬月額（11

万 8,000円から 24万円まで）と比較して大きな差異は無い。 

加えて、Ａ社に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票及びオ

ンライン記録を見ても、申立期間①に係る標準報酬月額が訂正された形跡

は認められない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく申立期間①における

厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

２ 申立期間②について、Ｂ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっている上、申立期間②当時の事業主は、連絡が取れないことから、申

立期間②当時における申立人の給与総支給額及び厚生年金保険料控除額に

ついて確認することはできない。 

また、申立期間②当時におけるＢ社の経理担当者は、「申立期間②当時、

Ｂ社の従業員に係る社会保険事務は、同社から委託された社会保険労務士

が行っており、当該社会保険労務士の指示に従い、従業員の給与計算及び

厚生年金保険料の控除を行っていたが、申立人の給与総支給額及び厚生年

金保険料控除額については、覚えていない。ただし、同社が、従業員に 40

万円もの給与を支給するということはなかったと思う。」と証言している

上、当該社会保険労務士は、「申立期間②当時の紙ベースの資料は、残っ

ておらず、Ｂ社の従業員のデータを入力していたディスクも破損し使用不

能となった。申立人の給与総支給額及び厚生年金保険料控除額については

覚えていない。」と証言している。 

さらに、Ｂ社に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票及びオ

ンライン記録を見ても、申立期間②に係る標準報酬月額が訂正された形跡

は認められない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく申立期間②における

厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

３ 申立期間③について、Ｃ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっている上、申立期間③当時の事業主は、連絡を取ることができないこ

とから、申立期間③当時における申立人の給与総支給額及び厚生年金保険

料控除額について確認することはできない。 

また、申立期間③当時におけるＣ社の経理担当者は、「申立期間③当時、

Ｃ社の従業員に係る社会保険事務は、同社から委託された税理士事務所が

行っており、私は、当該税理士事務所の指示に従い、従業員の給与計算及

び厚生年金保険料の控除を行っていたが、申立期間③当時における申立人

の給与総支給額及び厚生年金保険料控除額については覚えていない。」、



                      

  

上記税理士事務所は、「当事務所では、申立期間③当時、会計処理を委託

された事業所からの依頼により、従業員の社会保険料を計算することもあ

ったと思うが、Ｃ社については、同社に関する資料が残っておらず、社会

保険料の計算を行っていたかどうか分からない。」と回答している。 

さらに、申立人と同じくＣ社の設立当初から同社の取締役であり、販売

部門の部長であった同僚１人は、申立期間③当時における標準報酬月額が、

申立人と同額となっていることが、オンライン記録により確認できる。 

加えて、Ｃ社に係る申立人のオンライン記録を見ても、申立期間③に係

る標準報酬月額が訂正された形跡は認められない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく申立期間③における

厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間について、申立人が主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 742 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  ① 昭和 36年ごろから 38年ごろまで 

             ② 昭和 38年ごろから 40年ごろまで 

             ③ 昭和 40年ごろから 41年７月 11日まで 

             ④ 昭和 41年８月 16日から 42年４月 21日まで 

    ねんきん特別便により、Ａ社に勤務していた申立期間①、Ｂ社に勤務し

ていた申立期間②、Ｃ社に勤務していた申立期間③及びＤ社（昭和 42 年４

月１日にＥ社に社名変更）に勤務していた申立期間④について、厚生年金

保険の加入記録が無いことが分かった。 

    しかし、申立期間当時、上記の４事業所に勤務していたことは確かなの

で、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人がＡ社に勤務していたことは、従業員の証

言、申立人の記憶する会社の所在地、業務内容等により、時期は特定でき

ないものの、推認できる。 

しかしながら、Ａ社は、申立期間①後の昭和 41 年２月１日に厚生年金保

険の適用事業所となっていることが、オンライン記録により確認できるこ

とから、申立人は、申立期間①当時、厚生年金保険に加入していなかった

ものと考えられる。 

また、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、

申立期間①当時の事業主は死亡し、当該期間の経理担当者とされる事業主

の妻は、連絡先が不明であることから、当該期間の申立人に係る厚生年金

保険料の控除について確認することはできないものの、オンライン記録に

より、同社が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 41 年２月１日に被保

険者資格を取得していることが確認できる従業員の中で連絡の取れた６人

のうち、同社における厚生年金保険の加入状況を記憶している１人は、



                      

  

「昭和 38 年５月ごろから 41 年７月ごろまでＡ社に勤務していたが、退職

する数か月前に、同社から社会保険に加入することになったという話を聞

いたことを覚えており、厚生年金保険に加入していなかった期間に、厚生

年金保険料を控除されていた記憶は無い。」と証言している。 

さらに、申立人が記憶するＡ社の所在地及び同社に係る閉鎖登記簿謄本

から、申立人は、同社の所在地が、Ｆ市に移転した昭和 46 年８月２日以降、

同社に勤務していた可能性があると考えられるところ、オンライン記録に

より、同日以降、同社に勤務していたことが確認できる従業員の中で連絡

の取れた４人のうち、１人は、「私のように会社からの勧誘により入社し

た従業員について、会社は、入社後すぐに厚生年金保険に加入させていた

と思うが、従業員の募集に応募して入社した従業員は、３か月間ぐらい勤

務態度を見る期間があったこと、及び本人の希望により厚生年金保険に加

入させていない従業員がいるという話を聞いたことを覚えており、従業員

により、厚生年金保険の加入状況は、異なっていたと思う。」、別の１人

は、「Ａ社に入社後、３か月間ぐらい経過して厚生年金保険に加入した記

憶がある。」と証言している。 

加えて、Ａ社の昭和 46 年８月以降における事業主（申立期間①当時の事

業主と同じ。）は死亡し、同年８月以降の経理担当者については、氏名を

特定できないことから、当該期間の申立人に係る勤務実態及び厚生年金保

険料の控除について確認することはできない。 

また、Ａ社の所在地が移転された日（昭和 46 年８月２日）から同社が厚

生年金保険の適用事業所ではなくなった日（昭和 52 年８月１日）までの期

間において、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の中に、申立

人の氏名は見当たらず、当該期間に係る同原票の健康保険被保険者番号に

欠番も無い。 

このほか、申立人の申立期間①及び昭和 46 年８月２日から 52 年８月１

日までの期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

２ 申立期間②について、申立人がＢ社に勤務していたことは、従業員の証

言により、時期は特定できないものの、推認できる。 

しかしながら、Ｂ社は、「昭和 63 年までに退職した従業員に関する資料

を保存しておらず、申立期間②当時の申立人に係る厚生年金保険料の控除

については不明である。」と回答していること、及び当該期間における同

支店の支店長及び経理担当者の氏名を特定できないことから、当該期間の

申立人に係る厚生年金保険料の控除について確認することはできない。 

また、申立人は、申立期間②の一部（昭和 39 年４月から 40 年ごろま

で）について、国民年金に加入し、国民年金保険料を納付していたことが、

申立人に係る国民年金被保険者台帳及び国民年金被保険者名簿により確認

でき、厚生年金保険に加入していなかったことを認識していた可能性がう

かがわれる。 



                      

  

さらに、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の中に、申立期

間②及びその前後の期間（昭和 37 年 12 月１日から 40 年２月１日まで）に

おいて、申立人の氏名は見当たらず、当該期間に係る同原票の整理番号に

欠番も無い。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

３ 申立期間③について、申立人は、申立期間③当時に勤務していたＣ社は、

現在の所在地ではないが、その近辺にあった旨供述しているところ、同社

の商業登記簿謄本により、同社は、昭和 46 年９月から平成４年３月まで申

立人が記憶する所在地にあり、申立期間③当時は、別の場所にあったこと

が確認できる上、申立期間③当時に勤務していた従業員から申立人の勤務

実態について証言を得ることができず、同社における雇用保険の加入記録

も無いことから、申立人が当該期間に同社に勤務していたことを確認する

ことはできない。 

  また、Ｃ社は、申立期間③後の昭和 43 年６月１日に厚生年金保険の適用

事業所となっていることが、オンライン記録により確認できることから、

申立人は、申立期間③当時、厚生年金保険に加入していなかったものと考

えられる。 

さらに、Ｃ社は、「申立期間③当時の賃金台帳等を保存していない上、

当該期間の事業主（経理も担当）は、申立人に係る厚生年金保険料の控除

について記憶していない。」と回答していることから、当該期間の申立人

に係る厚生年金保険料の控除について確認することはできない上、オンラ

イン記録により、同社が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 43 年６月

１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得したことが確認でき、連絡を取

ることができた従業員５人のうち、１人は、「Ｃ社に入社した昭和 39 年ご

ろから 42 年ごろまで厚生年金保険には加入しておらず、厚生年金保険料を

控除されていた記憶は無い。」、別の１人は、「Ｃ社に入社した昭和 42 年

ごろから１年足らずの間、厚生年金保険には加入しておらず、厚生年金保

険料を控除されていた記憶は無い。」と証言している。 

加えて、申立人は、申立期間③の一部（昭和 40 年ごろから 41 年１月ま

で）について、国民年金に加入し、国民年金保険料を納付していたことが、

国民年金被保険者台帳及び国民年金被保険者名簿により確認でき、当該期

間について、厚生年金保険に加入していなかったことを認識していた可能

性がうかがわれる。 

  このほか、申立人の申立期間③における申立ての事実について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  なお、申立人は、申立人が記憶するＣ社の所在地、従業員の証言及び申

立人に係る国民年金保険料の法定免除の記録から判断して、昭和 46 年９月

から 50 年９月までの期間に１年程度、同社に勤務していたものと推認され

るところ、当該期間に同社に勤務していた従業員から申立人に係る厚生年



                      

  

金保険の加入について証言を得ることができない上、同社は、当該期間の

賃金台帳等を保存しておらず、当該期間の事業主及び経理担当事務員も、

「申立人に係る厚生年金保険料の控除について記憶していない。」と証言

していることから、当該期間の申立人に係る厚生年金保険料の控除につい

て確認することはできない。 

４ 申立期間④について、Ｅ社は、当該期間の人事記録を廃棄していること、

雇用保険の加入記録が無いこと、及びオンライン記録により、当該期間に

Ｄ社に勤務していたことが確認できる従業員の中で連絡の取れた４人は、

いずれも申立人を記憶していないことから、申立人が、当該期間にＤ社に

勤務していたことが確認できない。 

また、上記従業員４人のうち、Ｄ社における厚生年金保険の加入状況を

記憶している１人は、「Ｄ社に入社してから数年後に、同社から社会保険

についての説明があり、厚生年金保険に加入することになった。本人の希

望により、厚生年金保険に加入しない従業員がいたことを覚えている。」

と証言している。 

さらに、Ｅ社は、「昭和 58 年以前の賃金台帳等の資料を保存しておらず、

申立期間④当時における厚生年金保険料の控除については不明である。」

と回答していること、及び当該期間の事業主は、連絡先が不明である上、

当該期間の経理担当者は氏名を特定できないことから、当該期間の申立人

に係る厚生年金保険料の控除について確認することはできない。 

加えて、Ｄ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の中に、申立期

間④当時、申立人の氏名は見当たらず、当該期間に係る同原票の健康保険

被保険者番号に欠番は無い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

５ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 


